
社会福祉法人安曇野市社会福祉協議会地域包括支援センター運営規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人安曇野市社会福祉協議会が安曇野市からの委託を受

け、設置する地域包括支援センター（以下「センター」という。）について、その

運営に関する必要事項を定め、センターの円滑な運営を図ることを目的とする。 

（運営の方針） 

第２条 センターの職員は、高齢者及びその家族（以下「高齢者等」という。）の人格

を尊重し、高齢者が住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を継続できるよ

う支援を行う。 

２ 事業の実施に当たっては、できる限り要介護状態にならないために「介護予防サー

ビス」を適切に確保できるようその調整に努める。 

３ 事業の実施に当たっては、要介護状態になっても高齢者のニーズや状態の変化に応

じて必要なサービスが切れ目なく提供される「包括的かつ継続的なサービス体制」

を確立するよう努める。 

（センターの名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  名 称 安曇野市南部地域包括支援センター 

  所在地 安曇野市三郷明盛４８１０番地１ 

（職員） 

第４条 センターに、次に掲げる職員を常勤で配置するものとし、その内１名は、管理

者を兼ねる。 

(1) 主任介護支援専門員 １名 

(2) 経験ある看護師又は保健師 １名 

(3) 社会福祉士 １名 

２ センターに、その他常勤職員、非常勤職員又は兼務職員を若干名置くことができる。 

（開設日及び開設時間） 

第５条 事業所の開設日及び開設時間は、次のとおりとする。 

(1) 開設日 月曜日から金曜日まで 

ただし、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日、12

月 29 日から翌年の 1 月 3 日までの日を除く。 

(2) 開設時間 午前８時 30 分から午後５時 15 分まで 

(3) 電話等により、常時連絡が可能な体制とする。 

（センターの業務） 

第６条 センターは、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 包括的支援事業 

① 介護予防マネジメント事業 

② 総合相談・支援事業（高齢者の実態把握、介護保険外サービスとの調整） 

③ 権利擁護事業（虐待相談・情報提供、ネットワークの構築等） 

④ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（ケアマネージャーへの支援） 

(2) 指定介護予防支援事業 

(3)  介護予防事業等 

 

 



（業務の委託） 

第７条 センターは、前条第２号の指定介護予防支援業務の一部を他の指定居宅介護支

援事業者に委託することができるものとする。この場合において、委託範囲、委託

先については、事前に市と協議し、決定するものとする。 

（利用契約） 

第８条 センターが第６条第２号の指定介護予防支援業務を行うに当たっては、利用者

と介護予防支援契約書を締結しなければならない。 

（通常の事業の実施地域） 

第９条 通常の事業の実施地域は、三郷・堀金地域とする。 

（職員の研修） 

第 10 条 センターは、職員の質的向上を図るため、研修の機会を次のとおり設けるも

のとする。 

(1) 採用時研修 採用後３ヶ月以内 

(2) 継続研修 年１回以上 

（虐待防止に関する事項） 

第 11 条 センターは、利用者の人権の擁護及び虐待等の防止のため、別に定める「高

齢者虐待防止のための指針」に則り、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

(1) 虐待防止検討委員会に関する事項 

(2) 虐待防止のための職員研修に関する事項 

(3) 虐待等が発生した場合の対応方法に関する事項 

(4) その他虐待防止のために必要な事項 

２ センターは、養護者（家族等利用者を現に養護する者をいう。）その他関係する者

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを安曇野

市に通報するものとする。 

（個人情報の保護） 

第 12 条 センターは、業務上知り得た高齢者等に関する個人情報を保護する義務を負

う。 

２ センターの職員は、業務上知り得た高齢者等の情報について、秘密を保持しなけれ

ばならない。また、その職を退いた後も同様とする。 

（苦情対応） 

第 13 条 センターは、自ら提供したサービス又は介護予防サービス計画に位置づけた

指定介護予防サービス等（指定介護予防支援等）に対する高齢者等からの苦情に迅

速かつ適切に対応する。 

（委任） 

第 14 条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

 

 

附 則   

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 


